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４４人人にに１１人人がが休休業業手手当当ななしし（（88月月 2288日日）） 

独立行政法人「労働政策研究・研修

機構」の調査（20～64歳の労働者 4,881
人を対象）によると、新型コロナウイ

ルスの影響で休業を命じられた労働者（603
人）のうち、休業手当を「全く支払われていな

い」と答えた人が 24％（145 人）に上ること

がわかった。このうち 69％をパート、アルバ

イト等の非正規雇用者が占めている。 

有有期期契契約約労労働働者者  ２２カカ月月超超見見込込みみなならら当当初初かか

らら社社会会保保険険加加入入（（88 月月 3311 日日））  

厚生労働省は有期契約の労働者が社会保険

に入れるよう制度を見直す。現状は、雇用期間

が２カ月以内の場合、契約期間後も継続雇用さ

れなければ厚生年金に加入できない。これを、

２カ月を超えて雇用される見込みがある場合、

当初から厚生年金に加入するよう見直す。雇用

契約書に「契約が更新される」「更新される場

合がある」などと明示されている場合が対象。

2022 年 10 月から実施する。 

劇劇団団員員  出出演演やや稽稽古古もも「「業業務務」」（（99 月月 55 日日））  

東京の劇団の元団員が、公演への出演などに

伴う賃金の支払いを求めた訴訟で、東京高裁は、

劇団の運営会社に賃金約 185 万円の支払いを

命じた。昨年９月の東京地裁判決では、公演に

使う道具作りに要した時間は業務として賃金

の支払いを命じたが、出演などは業務として認

めなかった。これに対し今回の高裁判決は、公

演や稽古についても業務と判断し、退団までの

未払い賃金の支払いを命じた。  

労労使使協協定定書書類類のの押押印印廃廃止止（（99 月月 77 日日））  

厚生労働省は 2021 年度から、約 40の労働関

係書類について、押印の義務をなくす。裁量労

働制に関する報告書などが対象で、特に 36協

定などの押印廃止は企業に大きな影響がある

見込み。押印を廃止する代わりに、書類に労働

側と合意した事実をチェックする欄を設ける

ことで、実効性を担保する。  

労労基基署署立立入入りり調調査査  半半数数がが違違法法残残業業（（99月月 99日日））  

厚生労働省の発表によれば、全国の労働基準

監督署が 2019 年度に立入り調査した３万

2,981 事業所のうち、47.3％（１万 5,593 事業

所）で違法残業が確認された。「過労死ライン」

とされる月 80 時間を超える残業を行っていた

のは 5,785 事業所で 37.1％に当たる（前年度比

29.7 ポイント減）。 

昨昨年年度度のの年年金金未未払払いい  444433 件件６６億億円円（（99 月月 1111

日日））  

日本年金機構は、2019 年度の事務処理ミス

が 1,742 件あったと発表した。前年度からは

148 件減少。精算などの対応は完了していると

いう。年金の給付額や徴収額に影響があったの

は 1,075 件、影響額は９億 1,174 万円。本来な

ら支払うべき年金が未払いとなっていたケー

スは 443 件で、計約６億 740 万円。そのほか、

過払いが 219 件、未徴収 207 件、過徴収 176

件など。 

パパーートトのの賃賃上上げげ率率  ７７年年連連続続でで最最高高（（99 月月 1155
日日））  
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小売企業や外食企業などの労働組合でつく

るＵＡゼンセンの集計で、今年の春季労使交渉

においてパート１人あたりの平均賃上げ率が

2.64％（前年同期比0.09ポイント増、時給26.1

円相当）と７年連続で過去最高を更新したこと

が明らかになった。また、５年連続でパートの

賃上げ率が正社員の賃上げ率を上回った。 

内内定定取取消消しし 117744 人人  入入社社延延期期、、自自宅宅待待機機もも（（99
月月 1166 日日））  

厚生労働省は、今春卒業した学生の採用内定

取消しが８月末時点で 174 人だったことを発

表した。昨年の約５倍に増え、東日本大震災が

あった2011年卒の598人以来の多さとなった。

新型コロナウイルス感染拡大が大きく影響し

たとみられ、入社の延期や自宅待機になった学

生も 1,210 人ほどに上った。 

テテレレ東東子子会会社社社社員員連連続続勤勤務務でで適適応応障障害害発発症症  

労労災災認認定定（（99 月月 1188 日日））  

テレビ東京ホールディングスの子会社「テレ

ビ東京制作」の女性社員が 48日間の連続勤務

により適応障害を発症したとして、三田労働基

準署が労災認定した。女性は番組制作業務に従

事していたが、2017 年 10 月に総務部へ異動し

た後も同業務に関わるように求められ、2018

年３月から不眠やめまいなどの症状が表れて

適応障害と診断された。女性は、同社に対して

未払残業代などを求める民事訴訟も起こして

いる。 

年年金金減減額額決決定定取取消消訴訴訟訟でで原原告告側側がが敗敗訴訴  東東京京

地地裁裁、、生生存存権権のの侵侵害害認認めめずず（（99 月月 2233 日日））  

2012 年の国民年金法改正による年金の減額

は生存権を侵害し違憲だとして、年金受給者約

700 人が国に減額の取消しを求めた訴訟で、東

京地裁は原告の訴えを退ける判決を言い渡し

た。物価変動などで想定よりも最大 2.5％高く

なっていた年金額を本来の水準に戻すため、国

が 2013～15 年度に年金額を段階

的に引き下げたことについて、

「年金財政の安定化を図り、将来

世代の給付水準を維持する目的

で、不合理とはいえない」と判断

した。 

日日本本郵郵便便待待遇遇格格差差訴訴訟訟、、1100 月月 1155 日日にに最最高高裁裁がが

統統一一判判断断（（99 月月 2244 日日））  

日本郵便で働く非正社員が、正社員と同じ仕

事内容であるにもかかわらず夏休み・冬休みの

有無に格差があるのは違法だとして是正を求

めた訴訟で、最高裁第一小法廷は上告審弁論を

開き、判決期日を、同社の契約社員が起こした

年末年始の勤務手当等を争点とする他の２件

の訴訟と同じ 10 月 15 日と指定した。３件は高

裁での判断が異なっており、最高裁が統一判断

を示すとみられる。 

外外国国人人のの就就労労情情報報をを雇雇用用先先ごごととにに集集約約  在在留留

管管理理庁庁がが不不正正監監視視強強化化（（99 月月 2244 日日））  

企業などに外国人労働者の適正な受入れを

促すため、出入国在留管理庁が、受入れ先ごと

に外国人の就労情報を管理する取組みを始め

ることがわかった。受入れ先ごとの状況を把握

し、不正な働かせ方をしていないか監視を強め

る。一方で、クリーンと判断できる受入れ先か

らの在留申請の審査は簡素化する方針。 

「「ココロロナナでで解解雇雇・・雇雇止止めめ」」６６万万人人超超  厚厚生生労労働働

省省発発表表（（99 月月 2244 日日））  

厚生労働省は、新型コロナウイルス感染拡大

に関連する解雇や雇止めが、23 日時点で見込

みも含め６万 439 人になったことを明らかに

した。９月は前月比 1.5 倍のペースで増えてお

り、増加に歯止めがかかっていない。業種別で

は、これまで多かった宿泊業・製造業を上回り

飲食業が最多。また、雇用形態別では、非正規

雇用労働者の解雇・雇止めが約３万人に達して

いる。 
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厚生労働省は、「副業・兼業の促進に関するガイドライン」を策定していますが、令和２年９月１日に、こ

のガイドラインが改定されました。改定後のガイドラインのポイントを数回に分けて紹介します。 

個人情報保護員会から、『「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」及び「個人データの漏え

い等の事案が発生した場合等の対応について」に関するＱ＆Ａ』を更新したとのお知らせがありました（令和

２年９月１日公表）。 
今回の更新で追加されたＱ＆Ａのうち、企業において身近な内容といえるものを一つ紹介します。 

「副業・兼業の促進に関するガイドライン」が改定されました  

名刺の連絡先に広告宣伝のメール等を送ってもよいか？

など Ｑ＆Ａで見解が示される 

 

重要！要確認 

★次号以降で、企業が行うべき労働時間管理や健康管理の内容などを紹介していきます。禁止や制限できる例

外事項に該当しない限り、副業・兼業は認めなければならないことに注意し、就業規則の規定を見直しておき

ましょう。 

確 認 

＜ガイドラインの目的＞ 

副業・兼業を希望する者が年々増加傾向にある中、安心して副業・兼業に

取り組むことができるよう、副業・兼業の場合における労働時間管理や健康

管理等について示す。 

＜副業・兼業の現状＞ 

・副業・兼業を希望する者は、年々増加傾向にある。 

・副業・兼業に関する裁判例では、労働者が労働時間以外の時間をどのよう

に利用するかは、基本的には労働者の自由であるとされている。 

・厚生労働省のモデル就業規則でも、「労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することが

できる。」とされている。 

＜副業・兼業の促進の方向性＞ 

・人生 100 年時代を迎え、若いうちから、自らの希望する働き方を選べる環境を作っていくことが必要。副業・

兼業は、オープンイノベーションや起業の手段としても有効であり、都市部の人材を地方でも活かすという

観点から地方創生に資する面もある。 

・副業・兼業を希望する労働者については、その希望に応じて幅広く副業・兼業を行える環境を整備すること

が重要である。 

・企業及び労働者が、長時間労働にならないように留意して行うことが必要である。 

＜企業の対応／基本的な考え方＞ 

・副業・兼業を進めるに当たっては、納得感を持って進めることができるよう、企業と労働者との間で十分に

コミュニケーションをとることが重要である。 

・使用者及び労働者は、①安全配慮義務、②秘密保持義務、③競業避止義務、④誠実義務に留意する必要があ

る。 

・就業規則において、原則として労働者は副業・兼業を行うことができること、例外的に上記①～④に支障が

ある場合には副業・兼業を禁止又は制限できることとしておくことが考えられる。 
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★資料等を送付した後、相手側から、「今後、送付等はやめていただきたい」といった請求があった場合は、上

記のＱ＆Ａの後半にあるように、「適切に利用停止又は消去の請求に応じることが望ましい」とされていること

に注意しましょう。 

令和２年度の地域別最低賃金の改定状況 正式に決定！ 

令和２年度の地域別最低賃金が正式に決定されました。発効年月日とともに、地域別最低賃金の額をご確認

ください。 

重要改正 確定 

Ｑ 名刺交換により取得した連絡先に対して、自社の広告宣伝のための冊子や電子メールを送ることはできま

すか？ 

Ａ 個人情報取扱事業者の従業者であることを明らかにした上で名刺を交換した場合、相手側は名刺を渡した

者が所属する個人情報取扱事業者から広告宣伝のための冊子や電子メールが送られてくることについて、一定

の予測可能性があると考えられます。この場合に、従業者が取得した名刺の連絡先に対して自社業務の広告宣

伝のための冊子や電子メールを送ることは、「取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合」

に該当すると解されます。 

 業務時間外や、事業場外で名刺交換した場合であっても、個人情報取扱事業者の従業者であることを明らか

にした上で名刺交換を行った場合は、同様に「取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合」

に該当すると解されます。現行の個人情報保護法では、個人情報取扱事業者は、保有個人データを法第 16 条

の規定に違反して取り扱っている場合又は法第 17 条の規定に違反して取得した場合でなければ、当該保有個

人データの利用の停止又は消去の請求に応じる義務はありませんが、顧客から寄せられた冊子や電子メールの

送付の停止等の要求を苦情として扱った上で、適切かつ迅速に処理するよう努めなければならず（法第 35 条

第１項）、令和２年改正法（未施行）において利用の停止又は消去の請求の要件が緩和されたことにより将来

的には対応が必要になる場合があることも踏まえ、適切に利用停止又は消去の請求に応じることが望ましいと

考えられます。  （以下略） 
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